
高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の概要
（平成１７年法律第１２４号・平成１８年４月１日から施行）

高齢者虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳保持のため虐待防止を図ることが重要であることから、虐待防止等に関する

国等の責務、虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に対する支援の措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止に係る施策

を促進し、もって高齢者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

○「高齢者」とは、６５歳以上の者をいう。（平成２４年１０月～ ６５歳未満の養介護施設入所等障害者を含む。）

○「高齢者虐待」とは、①養護者による高齢者虐待、②養介護施設従事者等による高齢者虐待をいう。

○高齢者虐待の類型は①身体的虐待、②介護・世話の放棄・放任（ネグレクト）、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つ。

定義(法第２条)

①関係機関の連携強化等、体制の整備、②専門的な人材の確保・資質の向上、③通報義務・救済制度等の広報・啓発

国・地方公共団体の責務等(法第３条)

養護者による高齢者虐待(法第６～１９条) 養介護施設従事者等による高齢者虐待(法第２０～２５条)

［市 町 村の責務］相談等、居室確保、養護者の支援
［都道府県の責務］市町村の措置への援助・助言

［設置者等の責務］当該施設等における高齢者に対する虐待防止等の
ための措置を実施

虐
待
発
見

通報

①事実確認（立入調査等）
②措置（一時保護、面会制限）
③成年後見制度の首長申立

市町村 虐
待
発
見

通報

①事実確認※１

②権限の適切な行使※２

市町村

①権限の適切な行使※２

②措置等の公表

都道府県

虐待防止等

目的(法第１条)

［スキーム］［スキーム］

※１ 高齢者虐待防止法の主旨を踏まえた任意調査、介護保険法に基づく実地指導・監査
※２ 老人福祉法・介護保険法に基づく報告徴収・立入検査・勧告・公表・措置命令等

報告

国は高齢者虐待の事例分析を行い、虐待への適切な対応方法・高齢者の適切な養護の方法などについて調査・研究を実施。

調査研究(法第２６条)
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•身体拘束廃止について
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■身体拘束ゼロ作戦推進会議の開催（平成１２年６月、平成１３年３月・１２月）
■「身体拘束ゼロへの手引き」の作成・普及（平成１３年度）

国

■身体拘束ゼロ作戦推進協議会の開催（平成１３年度～）※１
■身体拘束相談窓口の設置（平成１３年度～平成１７年度）※２
■相談員養成研修の実施（平成１３年度～平成１７年度）※２
■身体拘束の理解促進のための講習会・説明会の開催（平成１４年度～平成１７年度）※２
■権利擁護推進員養成研修・看護職員研修の実施（平成１７年度～）※１
■身体拘束廃止事例等報告検討会の開催（平成１８年度～）※１

都道府県

■介護保険指定基準上、原則身体拘束禁止を規定（平成１２年度）
■介護報酬上、身体拘束廃止未実施減算を新設（平成１８年度）
■身体的拘束適正化検討委員会の定期的開催・減算率の見直し等（平成３０年度）

施 設

■身体拘束相談窓口の設置（平成１８年度～）※３
■相談員養成研修の実施（平成１８年度～）※３
■身体拘束の理解促進のための講習会・説明会の開催（平成１８年度～）※３

※１ 平成１９年度以降は「高齢者権利擁護等推進事業」に移行 ※２ 平成１８年度以降は介護保険法上の「地域支援事業」に移行

市町村

※３ 介護保険法上の「地域支援事業」として実施

身体拘束ゼロへの取組
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○ 身体拘束廃止未実施減算について、平成30年度介護報酬改定において、身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点
から、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催等を義務づけ、その未実施の場合の減算率の見直
しを行った。

＜改定前＞ ＜改定後（現行）＞（※居住系サービスは「新設」）
身体拘束廃止未実施減算 ５単位／日減算 10％／日減算

【見直し後の基準（追加する基準は下線部）】
身体的拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。

１．身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由
を記録すること。

２．身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、
介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。

３．身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
４．介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

※ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介
護における上記の委員会については、運営推進会議を活用することができる。

各種の施設系サービス、居住系サービス

身体的拘束等の適正化の推進
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○ 身体的拘束等の適正化を図るため、居住系サービス及び施設系サービスについて、身体的拘束等の適正化のための

指針の整備や、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催などを義務づけるとともに、義務違

反の施設の基本報酬を減額する。

○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令第３９号）
（指定介護福祉施設サービスの取扱方針）
第１１条 第４項

指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスの提供に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保
護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行っ
てはならない。



「緊急やむを得ない場合」に該当する３要件

5

※留意事項

・「緊急やむを得ない場合」の判断は、担当の職員個人又はチームで行うのではなく、
施設全体で判断することが必要がある。

・身体拘束の内容、目的、時間、期間などを高齢者本人や家族に対して十分に説明し、
理解を求めることが必要である。

・介護保険サービス提供者には、身体拘束に関する記録の作成等が義務づけられて
いる。

３つの要件を全て満たし、要件の確認等の手続きが極めて慎重に実施されていることが
必要

１．切迫性
利用者本人または他の利用者の生命または身体が危険にさらされる可能性が著しく
高い場合

２．非代替性
身体拘束以外に代替する介護方法がないこと

３．一時性
身体拘束が一時的なものであること



身体拘束禁止の対象となる具体的な行為

① 徘徊しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。

④ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。

⑤ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手指の機能を制限する

ミトン型の手袋等をつける。

⑥ 車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や腰ベルト、車いすテーブルを

つける。

⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。

⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

⑪ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。
「身体拘束ゼロへの手引き」（平成13年3月 厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」）

介護保険指定基準において禁止の対象となっている行為は、「身体的拘束その他入所者（利用者）の行動を制

限する行為」で、具体的には次のような行為を指す。
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身体拘束がもたらす多くの弊害
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○身体的弊害
・ 関節の拘縮、筋力の低下といった身体機能の低下や圧迫部位の褥瘡の発生など

の外的弊害

・食欲の低下、心肺機能や感染症への抵抗力の低下などの内的弊害

・転倒や転落事故、窒息などの大事故を発生させる危険性

○精神的弊害

・本人は縛られる理由も分からず、生きる意欲を奪われる。

・ 不安、怒り、屈辱、あきらめなどの精神的苦痛、認知症の進行やせん妄の頻発

・家族に与える精神的苦痛、罪悪感や後悔

○社会的弊害

・ 看護・介護スタッフ自身の士気の低下を招くこと。また、介護保険施設等に対す
る社会的な不信、偏見を引き起こすおそれがあること。

・身体拘束による高齢者の心身機能の低下は、その人のＱＯＬを低下させるだけでな
く、さらなる医療的処置を生じさせ、経済的にも影響をもたらす。



•指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令における虐待防止規定の創設について



全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の
発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること
を義務づける。

趣旨

運営基準改正における虐待防止規定の創設
指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号）

１ 基本方針
入所者・利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従
業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない旨を規定。

２ 運営規程
運営規程に定めておかなければならない事項として、「虐待の防止のための措置に関する事項」
を追加。

３ 虐待の防止
虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じなければならない旨を規定。
① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催す

るとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること
② 虐待の防止のための指針を整備すること
③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること
④ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

改正の内容

施行日：令和３年４月１日（施行日から令和６年３月31日までの間、経過措置を設ける）

施行期日等
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新旧対照表（指定介護老人福祉施設の例）

新 旧

（基本方針）
第一条の二 （略）
２・３ （略）
４ 指定介護老人福祉施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、
研修を実施する等の措置を講じなければならない。

５ （略）

（基本方針）
第一条の二 （略）
２・３ （略）
（新設）

（新設）

（運営規程）
第二十三条 指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営につ

いての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）を定
めておかなければならない。
一～七 （略）
八 虐待の防止のための措置に関する事項
九 （略）

（運営規程）
第二十三条 指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営につ

いての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）を定
めておかなければならない。
一～七 （略）

（新設）
八 （略）

（虐待の防止）
第三十五条の二 指定介護老人福祉施設は、虐待の発生又はその再

発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならな
い。
一 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための対策
を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果に
ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

二 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための指針
を整備すること。

三 当該指定介護老人福祉施設において、介護職員その他の従業
者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこ
と。

（新設）
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経過措置による読替規定（指定介護老人福祉施設の例）

読み替え後（令和４年４月１日～令和６年３月31日） 読み替え前（令和６年４月１日～）

（基本方針）
第一条の二 （略）
２・３ （略）
４ 指定介護老人福祉施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、
研修を実施する等の措置を講じるように努めなければならない。

５ （略）

（基本方針）
第一条の二 （略）
２・３ （略）
４ 指定介護老人福祉施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、
研修を実施する等の措置を講じなければならない。

５ （略）

（運営規程）
第二十三条 指定介護老人福祉施設は、虐待の防止のための措置に

関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に
掲げる施設の運営についての重要事項（虐待の防止のための措置
に関する事項を除く。）に関する規程（以下「運営規程」とい
う。）を定めておかなければならない。
一～七 （略）
八 虐待の防止のための措置に関する事項
九 （略）

（運営規程）
第二十三条 指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営につ

いての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）を定
めておかなければならない。

一～七 （略）
八 虐待の防止のための措置に関する事項
九 （略）

（虐待の防止）
第三十五条の二 指定介護老人福祉施設は、虐待の発生又はその再

発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるように努めな
ければならない。
一 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための対策
を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果に
ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

二 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための指針
を整備すること。

三 当該指定介護老人福祉施設において、介護職員その他の従業
者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこ
と。

（虐待の防止）
第三十五条の二 指定介護老人福祉施設は、虐待の発生又はその再

発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならな
い。
一 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための対策
を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果に
ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

二 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための指針
を整備すること。

三 当該指定介護老人福祉施設において、介護職員その他の従業
者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこ
と。
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３ 運営に関する基準
⒆ 運営規程
⑤ 虐待の防止のための措置に関する事項（第７号）

(31)の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案
（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方法等を指す内容であること（以下、他のサービス種類についても同趣
旨。）。

(31) 虐待の防止
居宅基準第37 条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したものである。虐待は、法の目的の一つである高齢者の

尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定訪問介護事業者は虐待の防止のために必
要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の
防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17 年法律第124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規
定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐
待の防止に関する措置を講じるものとする。

・虐待の未然防止
指定訪問介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、

第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様
に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していること
も重要である。

・虐待等の早期発見
指定訪問介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあること

から、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられて
いることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、
適切な対応をすること。

・虐待等への迅速かつ適切な対応
虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定訪問介護事業者は当該通報の手続が迅

速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。
以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するために次に

掲げる事項を実施するものとする。
なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条において、３年間の経過措置を設けており、令

和６年３月31 日までの間は、努力義務とされている。

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
（平成11年9月17日老企第25号）（抄） その１

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html＊指定訪問介護事象者の場合
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① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号）
虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための

対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、
定期的に開催することが必要である。また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。
一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであることが想定されるため、その性質

上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。
なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。
また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。その際、そこで得た結果（事業所にお

ける虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。
イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること
ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること
ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること
ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること
ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること
ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること
ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
（平成11年9月17日老企第25号）（抄） その２

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html

＊指定訪問介護事象者の場合
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② 虐待の防止のための指針(第２号)
指定訪問介護事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。
イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項
ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号）
従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発す

るものであるとともに、当該指定訪問介護事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。職員教育を組
織的に徹底させていくためには、当該指定訪問介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回
以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。
また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内での研修で差し支えない。

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号）
指定訪問介護事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の

担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
（平成11年9月17日老企第25号）（抄） その３

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html

＊指定訪問介護事象者の場合
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・令和4年度

保険者機能強化推進交付金及び介護保険

保険者努力支援交付金に関する評価指標

について
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2021年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る評価指標（都道府県分）

●高齢者指 標 配点 留意点 報告様式への記載事
項・提出資料（予定）

時 点 交付金
区分

① 高齢者虐待防止の体
制整備に関し、市町村
に対する支援を実施し
ているか。

ア 高齢者虐待防止の
体制整備に関する市町
村の取組状況・課題を
把握している
イ 都道府県の目標を
市町村とともに検討す
る機会・場を設定してい
る
ウ 市町村の状況に応
じた支援方策を策定し
ている
エ 支援方策に基づき
支援を行っている
オ 市町村に対して定期
的なフォローップを実施
し、（1 回／年程度）支
援の効果の評価を行っ
ている

ア～オ
各5点
複数選
択可
（最大25
点）

○ 管内市町村における高齢者
虐待防止の体制整備の内容とし
ては、高齢者虐待防止法に基づ
く調査結果の体制整備の項目
(※)の実施を想定している。

○ 支援の内容は、財政的・人的
支援に限定するものではなく、広
く捉えて差し支えない。なお、具
体的な取組例としては、管内市
町村の介護サービス相談員派
遣事業実施に対する支援や、高
齢者権利擁護等推進事業の活
用による専門職の派遣や管内
市町村虐待防止連絡会等にお
ける好事例等の周知、市町村職
員に対する対応力強化のため
の研修、早期発見等のための関
係者・関係機関によるネットワー
クを活用した情報システムの構
築支援などが考えられる。

○ 都道府県の支援の評価に当
たっては、市町村から意
見を聴取することとする。

○ アについては、市町村の取
組状況・課題の概要を記載。

○ イについて、検討する機
会・場、日時を具体的に記載。

○ ウについては、支援方策
の内容が分かる資料を添付。

○ エについて、具体的な支援
内容、計画を記載。

○ オについては、具体的な評
価結果とフォローアップの内
容等を記載。

※ エ、オについては、市町村

へ情報提供した文書、資料が
ある場合は、記載ではなく提
供済み文書、資料の添付も可。

2021 年度（予
定）実施の状況
を評価オについ
ては、2022 年度
予定の場合も可

推進

Ⅱ 自立支援、重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容
（８）その他の自立支援・重度化防止等に向けた各種取組への支援事業

【評価目的・内容】 虐待防止体制の整備に係る都道府県の取組のPDCAサイクルを評価
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2021年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る評価指標（市町村分）

指 標 配点 留意点 報告様式への記載事項・
提出資料（予定）

時 点 交付金
区分

③

高齢者虐待防止にか
かる体制整備を実施し
ているか。

ア管内の高齢者虐待

の実態に基づいた課題
を把握している

イ管内の高齢者虐待
の実態に基づいた課題
について、他機関とそ
の防止対策を検討する
機会・場を設定している

ウ市町村の虐待防止
対策についての計画を
策定している

エ計画に基づいて実施

し、評価を行っている

ア～エ
各5 点
複数選
択可
（最大20 

点）

○ イとエについては、介護保険事
業計画作委員会や地域ケア推進
会議等の場を活用するなど、幅広
い関係者から意見を聞いている場
合を対象とする。

○ウの防止対策としては、介護

サービス相談員派遣事業の実施
や、早期発見等のための関係者・
関係機関によるネットワークを活用
した情報システムの構築等、高齢
者虐待防止法に基づく調査結果の
体制整備の項目（※）の実施を想
定している。

○ アについては実態に基づい
た課題の概要を記載。

○ イについて、検討する機会・
場、日時を具体的に記載。

○ウについては、計画内容が分
かる資料を添付。

○ エについて、具体的な実施内
容と評価を記載。

2021 年度
（予定）実
施の状況を
評価

推進

Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進
（１）介護支援専門員・介護サービス事業所等

【評価目的・内容】 過程（PDCA サイクル）を評価
・高齢者虐待防止にかかる体制整備の検討・取組の実施
・取組内容の改善・見直し
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2021年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る評価指標（市町村分）

高齢者虐待防止法に基づく調査結果の体制整備の項目(※)

※高齢者虐待防止体制の整備に係る事業
「令和２年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づく対応状況等に関する
調査」の「市町村における高齢や虐待防止対応のための制整備等について」に係る17 項目。

【体制・施策強化】
①対応窓口の周知
②関係者の研修
③住民への啓発活動
④対応マニュアル等の作成
⑤養護者（虐待者）に対する相談、指導、助言
⑥居宅において必要な福祉・保健医療サービスを利用していない高齢者の早期発見の取組や相談等
【行政機関連携】
⑦成年後見制度の首長申立のための体制強化
⑧地域における権利擁護・成年後見体制の整備に向けた中核機関の立ち上げ・体制整備
⑨警察署担当者との協議
⑩居室確保のための関係機関との調整
⑪生活困窮者支援、DV 担当者課等の役所・役場内の体制強化
⑫保健所、精神保健福祉センター、発達障害者支援センター等の関係機関との連携強化
【ネットワーク構築】
⑬「早期発見・見守りネットワーク」の構築
⑭「保健医療福祉サービス介入支援ネットワーク」の構築
⑮「関係専門機関介入支援ネットワーク」の構築
【法の周知】
⑯居宅介護サービス事業者に対する法の周知
⑰介護保険施設に法について周知


